




















































ナー リサーチ部門最高責任者のピーター・ソンダーガード氏」〈http : //itpro.nikkeibp.co.
jp/article/NEWS/20061025/251769/〉（２０１４年１０月２６日確認）、James Niccolai, Chief execs






































130825/edc 13082511110000-n 1.htm〉、「同（中）」〈http : //sankei.jp.msn.com/life/news/
130826/edc 13082613130000-n 1.htm〉、「同（下）」〈http : //sankei.jp.msn.com/life/news/
130827/edc 13082716000004-n 1.htm〉（２０１４年１０月２６日確認）
（５） See , EMILY BAZELON , STICKS and STONES : DEFEATING the CULTURE of BULLYING and
REDISCOVERING the POWER of CHARACTER and EMPATHY (2014).
（６） Canadian teen commits suicide after alleged rape, bullying〈http : //edition.cnn.
com/2013/04/10/justice/canada-teen-suicide/〉, Rape, bullying led to N. S. teen’s death,
says mom〈http : / /www.cbc.ca/news/canada/nova-scotia/rape-bullying-led-to-n-s-teen-s-
death-says-mom-1.1370780〉（２０１４年１０月２６日確認）
（７） Rehtaeh Parsons : Father of cyberbully victim speaks out〈http : //www.bbc.com/






























































より安全な地域社会及び近隣住民法（the Safer Communities and Neighbour-


























































































































































































































































































































































（ a） 第３条第１項に基づく管理者を削除し、第 b号の２行目の第３条
第１項又は第２６条 A第１項に基づく管理者と改める。










（ c） 第 d号２行目の「州」の直後に「又は、この法律若しくは」を追
加する。





（ e） 第 e号の直後に次の号を追加する。
（ea）「未成年者」とは１９歳未満の者をいう。


































































































































































































































（４） 第２６条 D第１項及び第２項、第２６条 E、第２６条 F、第２６条 G、第




















































































































































（ a） 第 a号の直後に次の号を追加する。
（aa） この法律の章で公衆安全局長という公務員に指名された者は、第
２条第１項の目的で、指定者に定められている。



















































（１２） http : //kyouiku.oita-ed.jp/sidou/ooitaken%20ijimebousikihonhousin.PDF（２０１４年１０月２６
日確認）
（１３） 朝日新聞２０１４年１０月２３日付朝刊
（１４）「問題行動を起こす児童生徒に対する指導について」（平成１９年２月５日付け１８文科初
第１０１９号文部科学省初等中等教育局長通知）において、「問題行動の中でも、特に校内で
の傷害事件をはじめ、犯罪行為の可能性がある場合には、学校だけで抱え込むことなく、
直ちに警察に通報し、その協力を得て対応する。」として犯罪行為の可能性のある問題行
動について警察と連携・協力した対応を求めている。また、「犯罪行為として取り扱われ
るべきと認められるいじめ事案に関する警察への相談・通報について（通知）」（平成２４年
１１月２日付け２４文科初第８１３号文部科学省初等中等教育局長通知）において、改めて、学
校において早期の警察への相談と、警察と連携した対応を取ることを求めている。
参考文献
井樋三枝子「【カナダ】サイバーいじめ対応及び防止のための州法改正」外国の立法２５７－１
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